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Action Report 

全 社 協 

第 105 号 

Japan National Council of Social Welfare 

          （全社協 ぜんしゃきょう） 

特 集 
 平成 30年度厚生労働省予算概算要求～2.4％増 31 兆 4,298 億円 

●地域共生社会の構築に向け、取組みの強化、推進をはかる～地域共生社会構築、生活困窮者自立支援法関連

等 

●サービスの量の拡充、質の向上をはかる～保育対策関係 

●児童虐待防止対策・社会的養護の充実・強化 

●前年度比 8.2％増額を要求～障害福祉サービス関係費 

Topics 
 子ども・子育ての現状を踏まえ、保育士等に求められる役割を考察～全国保育士会 第13回「保育スーパーバイ

ザー」養成研修会 
 

 今日的課題を踏まえ、公立の保育所・認定こども園等や保育行政等のあり方について考察する～平成 29 年度

公立保育所等トップセミナー 
 

 保育実践の振りかえりと評価の活かし方～保育の質を高める自己評価・第三者評価セミナー 
 

 都道府県・指定都市社協総務部門における諸課題への対応を協議～平成 29 年度都道府県・指定都市社協

総務担当部・課長会議 
 

 平成29 年度 第 1 回災害ボランティアセンター運営者研修（茨城県） 
 

 高齢・障害出所者支援、再犯防止に成果～地域生活定着支援センター社協関係者連絡会議(福島県) 
 

 社会福祉法人・施設、社協の広報を現状分析、今後の取組方針を考察～平成 29 年度社会福祉法人広報強

化セミナー 
 

 福祉介護人材確保対策及び社会福祉研修実施機関のあり方についての協議・情報交換～社会福祉研修実施

機関代表者連絡会議 
 

 

社会保障・福祉政策情報／インフォメーション 
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■ 平成 30 年度厚生労働省予算概算要求～2.4％増 31 兆

4,298 億円 

 

平成 30年度一般会計の概算要求は、4年連続で100兆円を超える見通しです。歳

出の 3 分の 1 を占める社会保障費では、平成 30 年度の介護報酬と診療報酬の同時

改定となり、また、幼児教育、保育の早期無償化や待機児童対策の新たなプランに向

けた財源確保が今年中に結論を得るとされており、それらが焦点となります。 

 

【参照：財務省 平成 30 年度予算】 

https://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2018/index.html 

 

1．平成 30年度 厚生労働省予算案(一般会計)31 兆 4,298 億円 

厚生労働省の平成 30年度予算の概算要求は、一億総活躍社会の実現のため、働

き方改革や人材投資・生産性向上の取組等が重点事項として折り込まれ、平成 29 年

度（30 兆 6,873 億円）比で 2.4％増の 31 兆 4,298 億円と過去最大となりました。 

  

     （単位：億円） 

  区  分 

29 年度 

予算額 

(A) 

30 年度 

要求・要望額 

(B) 

増△減 額 

(C) 

((B)-(A)) 

増△減 率 

(C)／(A) 

  一般会計 306,873 314,298 7,426 2.4% 

  

うち 

年金・医療等に係

る係費 

288,481 294,972 6,491 2.3% 

  

うち 

新しい日本のため

の優先課題推進枠 

- 2,005 2,005 - 

30 兆円台の要求は、6 年連続となり、高齢化により増大する社会保障関係費は、

6,300 億円の自然増を見込んでいます。 

特 集 

↑URL をクリックすると財務省のホームページへジャンプします。 

https://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2018/index.html
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2015 年 6 月に閣議決定された骨太の方針では、社会保障費の伸びを 2016～2018

年度の 3 年間で 1.5 兆円程度にすることを目安にしており、年末の予算案決定までに、

1,300 億円の抑制が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【厚生労働省 「平成 30 年度予算概算要求の概要」より引用】 

 

【参照：平成 30 年度厚生労働省 予算案関係】 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/ 

 

 

 

 地域共生社会の構築に向け、取組みの強化、推進をはかる～地域共

生社会構築、生活困窮者自立支援法関連等 
 

 

１．「地域共生社会」の実現に向けた「我が事・丸ごと」の包括的支援体制

の構築に 34億円 

「我が事・丸ごと」の地域共生社会の実現に向けた体制整備を進めるため、市町村

を実施主体として、平成28年度から「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」、

↑URL をクリックすると厚労省のホームページへジャンプします。 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/
http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokan/dl/01-01.pdf
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平成 29 年度から「地域力強化推進事業」が実施されています。 

平成 30 年度概算要求においても、住民、行政や関係機関が協働して「我が事・丸

ごと」の包括的な支援体制をつくるため、地域住民が役割を持てる地域づくりの取組

み、住民に身近な地域における総合的な相談体制づくり、様々な相談機関のネット

ワーク構築に関する市町村の創意工夫ある取組みの支援等に、34億円（対前年度 14

億円増）が計上されています。200 ヵ所程度の自治体での実施が想定されています。 

平成 30 年度においては、都道府県による市町村の地域づくりへの支援も対象とさ

れています。 

 

２．生活困窮者自立支援制度の推進に 441 億円 

生活困窮者自立支援制度は、平成 29 年度に施行 3 年目となり、現在社会保障審

議会・生活困窮者自立支援及び生活保護部会において制度の見直しに向けた検討

が行われています。 

平成 30 年度概算要求は、必須事業である自立相談支援事業、住居確保給付金、

被保護者就労支援事業が 218 億円（前年度同額）、任意事業である就労準備支援事

業、家計相談支援事業、子どもの学習支援事業、その他の生活困窮者の自立支援事

業等が 224 億円（対前年度 41 億円増）で、総額 441 億円が計上されています。 

新規事項については、 

・ひきこもりの人などに対する訪問支援（アウトリーチ)による個別支援の実施等の就

労準備支援の充実（推進枠） 

・高校を中退した人・中学卒業後進学していない人などを含めた「高校生世代」へ

の支援強化、小学生がいる世帯への巡回支援等の実施など、子どもの学習支援

の推進（一部推進枠） 

・入居者同士や地域住民との間で「支え合い」を創造・提供できるような「住まい方の

支援」など、地域で住み続けられる環境づくりの推進（推進枠） 

等が盛り込まれています。 

なお、推進枠要望事項以外の生活困窮者自立支援法の見直しに係る経費につい

ては、社会保障審議会の検討結果等を踏まえ、予算編成過程において検討されます。 

 

 

 サービスの量の拡充、質の向上をはかる～保育対策関係 
 

 

保育対策関係予算は、平成 29 年度予算 991 億円に対して、平成 30 年度概算要

求は 1,401 億円へ増額となっており、①「子育て安心プラン」にもとづき、保育園等の

整備などによる受入児童数の拡大、②必要となる保育人材を確保するため、保育補
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助者の雇上げ支援における資格要件の緩和等による事業の拡充や、保育士資格取

得支援事業の改善、業務の ICT化の推進など、総合的な保育人材確保策を推進、③

「広域的保育園等利用事業」における自宅等から保育園等への直接送迎の実施や家

庭的保育における複数の事業者・連携施設による共同実施を支援、④安心かつ安全

な保育の実施のため、保育園等における事故防止に役立つ備品等の購入等を支援

することなどが盛り込まれています。 

 

【平成 30 年度保育対策関係予算概算要求の概要】 

1 待機児童の解消に向けた取組みの推進 

（1）保育の受け皿拡大 

（2）保育人材確保のための総合的な対策 

（3）多様な保育の充実 

（4）安心かつ安全な保育の実施への支援 

 

2 子ども・子育て支援新制度の実施（一部社会保障の充実） 

※内閣府において要求 

（1）子どものための教育・保育給付 

（2）地域子ども・子育て支援事業 

（3）企業主導による多様な就労形態等に対応した保育の支援 

（4）認可を目指す認可外保育施設への支援等（内閣府分） 

 

3 その他の保育の推進 

（1）子育て支援員研修 

（2）子ども・子育て支援の充実のための研修・調査研究事業の推進 

 

上記に関する「保育対策総合支援事業費補助金」は、平成 30 年度概算要求が

427.4 億円であり、拡充または新規に示された項目として、次の項目があります。 

「保育補助者雇上強化事業」では、保育士の補助を行う「保育補助者」の雇上げに

必要な費用の補助額が拡充しています。現行では、短時間勤務 1 名分として年額

221.5万円の補助でしたが、平成30年度概算要求では、単価の引き上げ及び定員規

模に応じた加算を創設しています（①定員 90 人以下：年額 295.3 万円〔フルタイム勤

務 1 名分〕、②定員 91～150 人：年額 590.6 万円〔フルタイム勤務 2 名分〕、③定員

151人以上：年額 885.9 万円〔フルタイム勤務 3名分〕）。また、「保育補助者の要件」と

して、現行は子育て支援員研修等の必要な研修を受講した者またはこれと同等の知

識及び技能があると市町村が認めた者とされていますが、この要件を撤廃することの

改定も織り込んでいます。 
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清掃や配膳等の周辺業務を行う者への補助である「保育体制強化事業」（平成 26

年度開始）について、実施主体は「待機児童解消加速化プラン参加市町村」から「全

ての市町村」に拡充され、また、対象施設は保育園のみであったものを、「保育園、幼

保連携型認定こども園、地域型保育事業を行う事業所」に拡充、そして補助単価も増

額されています（現行：1 ヵ所当たり 9 万円。要求：1 ヵ所当たり月額で、定員 90 人以

下：9万円、定員 91～150人：18万円〔2名分〕、定員 151人以上：27万円〔3名分〕）。 

「保育士資格の取得支援」では、「養成校卒業等による資格取得の支援」の対象者

を「常勤職員」から「非常勤職員」まで拡大し、受講料等の補助については「資格取得

後に一括して支給」していたものを、「1 年分ずつ段階的に支給」することとしています。 

 

また、「保育園等における ICT 化推進等事業」では、平成 27 年度補正予算事業に

類似の、保育士の業務負担の軽減を図るためのシステム導入による業務 ICT 化を進

めることが示され、1 施設当たり 100 万円の補助単価が設定されています。同事業で

は新規事業として、事故防止対策のための機器（子どもの無呼吸睡眠センサー等）の

導入費用の一部補助（子ども 1 人当たり 4 万円）を行います。 

 

「広域的保育園等利用事業」では、直接に複数利用者の自宅又は自宅近くの安全

に待機できる場所のみを経由する場合や、送迎センターを設置するための改修経費

についても補助対象とし、事業内容の拡充をはかっています。 

「医療的ケア児保育支援モデル事業」では、対象か所数を 60 ヵ所に増やし、単価も

増額しています。モデル事業未実施自治体において、医療的ケア児の保育所等での

受入れが促進されるよう、医療機関等の支援を受けるための補助を創設します。 

 

 

 児童虐待防止対策・社会的養護の充実・強化 

 

「児童虐待防止対策」関係予算は1,522億円の内数（平成29年度予算額1,493億円

の内数）に、「社会的養育」関係予算は1,485億円の内数（同1,456億円の内数）に確

保されました。うち、児童入所施設措置費等予算は双方合わせて1,230億円で、平成

29年度予算額1,227億円から3億円の増額要求です。 

 

1.児童虐待の発生予防 

(1)妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援 

① 子育て世代包括支援センターの全国展開 
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妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供する子育て世代包括支援

センターの全国展開に向けた設置促進。地域の実情に応じて、産前・産後サポート事

業、産後ケア事業の実施を支援。 

② 産前・産後母子支援事業（モデル事業）の充実【拡充】 

妊娠期から出産後の養育に支援が必要な妊婦、妊婦健診を未受診で出産に至っ

た産婦といった特定妊婦等への支援の強化。産前・産後母子支援事業（モデル事業、

平成 29 年度予算で創設）に、居住費用や看護師配置のための費用など、主体ごとに

異なる必要経費を新たに対象に追加。 

 

2.児童虐待発生時の迅速・的確な対応 

(1)市町村の体制強化 

① 要保護児童対策地域協議会情報共有モデル事業の実施 

セキュリティに配慮しながら、関係者が常に要保護児童対策地域協議会に登録され

ているすべての児童、妊産婦の情報を更新、検索できるシステムを構築するためのモ

デル事業を実施。 

 

3.被虐待児童などへの支援 

(2)家庭養育等の推進 

① 里親支援事業の充実【拡充】 

里親制度の普及啓発による新規里親のリクルート、里親と児童とのマッチング、委託

児童に係る自立支援計画の策定、委託後の相談支援等を行う里親支援事業に、「新

規里親登録件数」や「新規里親委託件数」に応じた加算を設定。さらに、親子関係再

構築に向けた実親との面会交流支援を新たに加え、包括的な里親支援体制を拡充。 

 

(3)施設の専門性の強化等 

① 児童養護施設の小規模化・地域分散化等の推進【拡充】 

児童養護施設等に施設整備費や既存の建物の賃借料に対する助成等を行い、施

設の小規模化・地域分散化を推進。社会保障の充実は、予算編成過程で検討。 

② 児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業の実施 

児童養護施設の小規模化等、生活環境改善をはかるための補助を実施。 

③ 児童養護施設等における業務改善事業の創設【新規】 

児童養護施設等の職員の就業継続や離職防止等の人材確保のため、平成 29 年

度予算から実施している給与等の処遇面の改善に加え、補助職員の活用により児童

指導員等の夜勤等を含む業務負担軽減をはかるとともに、タブレット端末の活用によ
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る情報の共有化やペーパーレス化等、施設のＩＣＴ化を推進。 

④ 里親委託児童や施設入所児童等に対する支援の充実 

里親委託児童や児童養護施設に入所している児童等への支援の充実をはかるた

め、児童入所施設措置費等における必要な措置を、予算編成過程で検討。 

 

（4）被虐待児などへの支援の充実 

① 社会的養護自立支援事業等の充実【拡充】 

里親や児童養護施設等の委託・入所者の措置解除後、原則 22 歳の年度末までの

間、引き続き里親家庭や施設等に居住して必要な支援を行う「社会的養護自立支援

事業等」に、高等学校授業料や大学等への進学に向けた学習費、大学等へ進学又

は就職する場合の支度費などの補助対象を新たに追加。また、新たに母子生活支援

施設を対象に追加。 

② 就学者自立生活援助事業の充実【拡充】 

大学等に就学している自立援助ホーム入居者が、20 歳到達後から 22 歳の年度末

までの間、引き続き継続して支援を行う「就学者自立生活援助事業」に、高等学校か

ら大学等への進学を希望する者等に対する学習塾通塾費用等を支援。 

 

 

 前年度比8.2％増額を要求～障害福祉サービス関係費 
 

 

障害保健福祉部所管の平成 30 年度障害保健福祉関係概算要求額は 1 兆 8,666

億円（29 年度予算額は 1 兆 7,486 億円）となっており、うち障害福祉サービス関係費

（自立支援給付費＋障害児措置費・給付費＋地域生活支援事業費等）の概算要求

額は総額 1兆 3,689 億円、前年度比 1,034 億円、率にして 8.2％増となっています。 

障害福祉サービス等報酬改定については現在、国において議論の途上にあり、予

算編成過程で検討することとして事項のみの要求です。 

障害者施策の総合的な推進における重点要求として、3 点が示されています。 

 

1．障害児者が必要な支援を受けられるよう、障害福祉サービス事業所等の整備を促

進するとともに、「心のバリアフリー」を広める取組みなど地域生活を支援するための

事業の拡充をはかる。また発達障害児者の家族支援のため、ピアサポート等の支

援メニューを創設するとともに、医療的ケア児について、保育所等の利用を促進す

るモデル事業を実施する。 

 

2．障害児者の社会参加を進めるため、障害者の芸術文化活動の促進をはかるととも

に、農業分野での障害者の就労支援に向け、障害者就労施設への農業の専門家
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の派遣による農業技術に係る指導・助言や 6 次産業化支援、農業に取組む障害者

就労施設によるマルシェの開催等の支援を実施する。 

 

3．精神障害者の地域移行を推進するため、精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築を推進するとともに、依存症患者やその家族等が必要な支援を受けられ

るよう、都道府県等における支援体制づくりや民間団体への支援のための取組み

等を推進する。 

 

 

【障害保健福祉部概算要求額の概要 （ ）内は 29 年度予算額】 

1. 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・障害者支援の推進 

1 兆 8,422 億円（1 兆 7,260 億円） 

2. 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進 

216 億円（203 億円） 

3. 発達障害児・発達障害者の支援施策の推進 

5.9 憶円（2.1 憶円） 

4. 障害者に対する就労支援の推進 

12 億円（11 億円） 

5. アルコール健康障害対策・薬物依存症対策・ギャンブル等依存症対策の推進 

8.3 億円（5.4 憶円） 

6. 東日本大震災及び熊本地震からの復旧・復興への支援 

26 億円（22 億円） 
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■ 子ども・子育ての現状を踏まえ、保育士等に求められる役割を

考察～全国保育士会 第 13 回「保育スーパーバイザー」養成

研修会 
 

全国保育士会(会長 上村 初美)は、8 月 23～24 日、主任保育士・主幹保育士等

のリーダー的職員を対象に、第 13 回「保育スーパーバイザー」養成研修会を開催し、

85 名が参加されました。 

1 日目は、はじめに、箕輪 潤子 氏（厚生労働省 子ども家庭局 保育課 保育専

門調査官）から保育所保育指針の改定のポイントについて行政説明をいただきました。

続いて、上村会長より、全国保育士会の取組みや主任保育士・主幹保育教諭等の

リーダー的職員に期待されること等について、基調報告をいただきました。 

午後の「講義と演習Ⅰ」では、

藤井 薫 氏（頌栄短期大学 

副学長／教授）から、「保育士

に求められるソーシャルワーク

とその活用について」と題し、

ソーシャルワークの基本や相談

援助技術についてご講義いた

だきました。講義では、ソーシャ

ルワークの技術を実際の現場

で活用するため、相談を受ける

際の傾聴訓練や実際の事例を用いたグループワークを行い、保育現場におけるソー

シャルワークの活用について考察しました。 

2 日目の「講義と演習Ⅱ」では、金子 恵美 氏（日本社会事業大学 教授）から「地

域を基盤とした総合的な相談支援について」をテーマに、ご講義とグループワーク指

導をいただき、地域の子ども・子育て支援や保護者支援に取組む際に必要となる社会

資源の活用方法を学びました。 

本講義では貧困などの問題が拡大してきている子育ての現状について理解を深め

るとともに、そうした中で子どもの将来を支える保育士・保育教諭の役割の重要性につ

いて考察しました。 

Topics 
 

グループワークの様子 
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■ 今日的課題を踏まえ、公立の保育所・認定こども園等や保育

行政等のあり方について考察する～平成 29 年度公立保育所

等トップセミナー 

 

全国保育協議会(会長 万田 康)は、8 月 25～26 日に「平成 29 年度公立保育所

等トップセミナー」を、横浜市で開催しました。本セミナーは、全国の公立保育所・公立

認定こども園・子育て支援センターの長及び行政の保育担当者等を主な対象に、今

日的課題を踏まえた公立の保育所・認定こども園等や保育行政等のあり方について

考察する機会として、平成 7 年度より毎年開催しており、本年度は過去最多となる 480

名の参加がありました。 

初日は、厚生労働省 

子ども家庭局 保育課 

保育専門調査官の田

澤 里喜 氏より保育指

針改定についての行政

説明、万田会長による

基調報告、大阪総合保

育大学の大方 美香 

教授による「保育所保

育指針 幼保連携型認

定こども園教育・保育要領〔改定（改訂）〕の概要」の講義、淑徳大学 小川 恵 教授

による「親の理解と保育職のストレス管理」の講義が行われました。 

2 日目は、宮城県気仙沼市立牧沢きぼう保育所の藤村 栄惠 所長による「東日本

大震災から学ぶ～公立保育所が果たした役割とこれから～」の報告のほか、「公立保

育施設における職員の人材育成と、質の向上について」と題し、テーマに即した事例

報告及び報告を踏まえたグループディスカッション・講義が行われました。 

事例報告は①名古屋市「公立の強みを活かしたエリア支援保育所の役割と取り組

み～公立・民間保育所等が一体となって保育の質を高め合う～」、②広島市「広島市

公立保育園における『ステップアップ研修』の取り組み」の 2 事例が報告され、最後に

文教大学の櫻井 慶一 教授により「公立保育施設における職員の人材育成と、質の

向上について」をテーマとする講義が行われました。 

 

 

セミナーの様子 
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■ 保育実践の振りかえりと評価の活かし方～保育の質を高める

自己評価・第三者評価セミナー 
 

福祉サービス第三者評価事業の全国推進組織である全社協は、保育所における

保育実践の振りかえり（自己評価）と第三者評価を活用した保育の「質」の向上を目的

とするセミナー（9 月 4 日、於：全社協）を開催しました。全国の保育所や認定こども園

の施設長、主任保育士、主幹保育教諭等、95 名が参加しました。 

「量」と「質」の両面から子どもの育ちと子育てを社会全体で支える「子ども・子育て支

援新制度」の施行から約 2 年半が経過しました。国は、「子育て安心プラン」による待

機児童解消のための施策の拡充や、保育の質のさらなる向上をはかる観点から改定

保育所保育指針等を平成 29 年 3 月 31 日に告示し、平成 30 年 4 月 1 日施行となり

ます。 

現在、保育の社会的な必要性がますます高まる中、多様な事業主体の参入が進み、

安全・安心を基本とする保育の「質」に対する懸念が顕在化している一方で、子どもの

健やかな発達を保障する環境とともに、課題を有する子どもと保護者への支援のため

に保育士等に高い専門性が求められています。 

すべての保育所では、自らの保育実践についての評価と改善に取組み、保護者や

地域に対して根拠をもって日々の実践への理解を得ることが必要です。国としても、平

成 27 年度から 5 ヵ年かけてすべての保育所が第三者評価を受審することを目標とし

ています。 

本セミナーでは、子ども・子育て支援をめぐる施策の動向とともに、保育現場の実践

課題と目指すべき保育に関する講義（大阪総合保育大学 教授 大方 美香 氏）な

どをもとに、保育の「質」の向上の取組みにおいて自己評価と第三者評価を活用する

意義について理解と共有をはかりました。 

また、評価機関・評価調査者の講師（岩手県社協 事務局次長・地域福祉企画部

長 右京 昌久 氏、NPO 法人 福祉経営ネットワーク常任理事・事務局長 岡田 賢

宏 氏）による、第三者評価基準を活用した自己評価の演習（個人ワークとグループ協

議）を実施しました。それぞれの保育所での自己評価を実施する際のポイントや工夫、

また、これらをもとにした第三者評価の受審の効果などについて、理解を深める機会と

なりました。 

参加者からは、演習などを通じて自己評価の重要性と実践方法が理解できたとの

意見とともに、第三者評価は保育現場の気づきや意識向上につながることが理解でき、

前向きにとらえられるようになった、などの意見が寄せられました。 
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■ 都道府県・指定都市社協総務部門における諸課題への対応を

協議～平成 29 年度都道府県・指定都市社協総務担当部・

課長会議 
 

9月7～8日、全国社会福祉協議会は「都道府県・指定都市社協総務担当部・課長

会議」を開催しました（参加者71名）。 

冒頭、野崎 吉康全社協事務局長は挨拶のなかで、7月に発生した九州北部豪雨、

秋田県豪雨災害について、社協及び福祉関係者の支援活動に対して感謝の意を伝

えました。また、4月に本格施行された改正社会福祉法への対応について、自法人に

おける対応に加えて、各市区町村社協、施設経営法人への情報提供など支援を実施

されたことについて感謝するとともに、制度改革への対応についてはこれで終わりでは

なく、これから社会福祉法人制度のさらなる充実・発展に向けてスタートしていくとして、

より一層の協力をお願いしました。 

続く、基調説明では、古田 清美全社協総務部長から、社会福祉を取り巻く動向に

ついて説明するとともに、参加者への事前アンケートの結果を踏まえ、総務部門の課

題について確認しました。 

行政説明では、厚生労働省 社会・援護局 石垣 健彦福祉基盤課長にお越しい

ただき、「社会福祉法人制度改革の実施状況と今後の課題」と題し、今回の法改正の

背景と経緯、社会福祉充実残額・充実計画の状況、地域における公益的な取組みの

実施状況等についてご説明いただきました。特定社会福祉法人の段階的な範囲の拡

大についても触れられ、今後、詳細を検討し、情報提供していきたいと述べられました。

また、社協における生活福祉資金貸付事業、退職共済事業、いわゆる新たな貸付事

業の会計処理を内容とする社会福祉法人会計基準省令の改定について検討されて

いることの説明がありました。この説明に対し、参加者から会計基準省令の改定に向け

た今後のスケジュールを早急に示してほしいとの要望が出されました。 

基調説明、行政説明を踏まえて行ったグループ討議では、法人間連携による地域

公益活動への支援と、職員の採用・育成をテーマとして、それぞれ各県・市社協で抱

える課題や取組みの状況についての意見交換・情報交換を行い、今後の方向性につ

いて確認、共有しました。 

会議2日目は、総務部門の共通課題への取組みに必要な知識や具体的な方策に

関する2つの講義を提供しました。一つ目の講義「職場におけるメンタルヘルス対策」

では、産業カウンセラーの小磯 和俊 氏に主に休職中・復帰後の対応に関する基本

的な考え方や留意点に関する講義を行っていただきました。二つ目の講義は、全社

協地域福祉部より社協における適切な事業運営と支出管理のポイントを説明、確認し

ました。 
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■ 平成 29 年度 第 1 回災害ボランティアセンター運営者研修

（茨城県） 
 

9 月 4～5日、茨城県日立市にて、「平成 29 年度 第 1回災害ボランティアセンター

運営者研修」を全社協と茨城県社協の主催、そして日立市社協と災害ボランティア支

援プロジェクト会議（支援 P）の協力を得て開催しました。 

この研修は、社協が中心となって設置・運営される災害ボランティアセンターを通じ

た支援を行うさまざまな団体を対象として、災害ボランティアセンターの「運営者」として

の力量を高めることを目的に、平成 24 年度より開催しています。 

今回の研修では、NPO や民間企業など社協以外のセクターから 40 名ほどご参加

いただきました。茨城県内からの参加者は 100 名を超え、県外からの参加者も合わせ

て、計 173 名が参加しました。 

基調シンポジウムでは、「誰のため・何のための災害ボランティアセンターなのか」を

テーマに据え、各シンポジストの報告とその共有を通して、紐解いていきました。また、

災害時における情報発信や多様なニーズに対応するグループワークのプログラムで

は、参加者が積極的に発言する姿も印象的でした。 

この2日間を通して、災害ボランティアセンターのあり方や多様なNPO・民間企業等

の関係者との協働による運営の必要性を中心に、それぞれの立場でどのような連携・

協働が可能なのか、誰のため・何のための災害ボランティアセンターなのかを考察す

る機会となりました。また、参加者同士で名刺交換をしながら、今後のつながりづくりや

ネットワークの構築がはかられました。 

第 2 回目となる研修は 10 月 3 日～4日に、福井県鯖江市で開催予定です。 

 

 

■ 高齢・障害出所者支援、再犯防止に成果～地域生活定着支

援センター社協関係者連絡会議(福島県) 
 

矯正施設を退所する高齢者、障害者の帰住先への受け入れ調整、帰住後のフォ

ローアップや相談支援を担う 47 都道府県に設置の地域生活定着支援センターは平

成 21 年 7 月に事業を開始し、8 年が経過しました。うち、青森、福島、島根、岡山、山

口、愛媛、高知、沖縄の 8 県は社協が受託しています。平成 29 年度同支援センター

社協関係者連絡会議は、福島県社協によって 8 県社協と全社協（政策企画部）、さら
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に地元福島刑務（支）所、保護観察所の参加のもと、8月 28～29日に福島市で開催さ

れました。  

出所受刑者の矯正施設への 2 年以内再入率は減少傾向にある半面、受刑者の高

齢化が急速に進展し、高齢・障害等により福祉的支援を必要とする者が一層増加する

傾向にあります。 

国においては、犯罪対策閣僚会議再犯防止対策ＷＴ幹事会による「刑務所出所者

等に関する福祉・医療的支援の充実・強化等（平成 27 年 2 月）」の政策方針のほか、

平成 28 年 12 月には「再犯の防止等の推進に関する法律」が成立、公布・施行されて

おり、現在、法にもとづく「再犯防止推進計画」の策定が進められています。 

全国の同支援センターの平成 28 年度実績は、コーディネートを実施した者 1,384

人のうち、28 年度中に帰住した者は 694 人（50.1％）、受入れ調整継続中の者が 573

人（41.4％）、さらに、帰住後のフォローアップは 2,037 人に及び、取組実績は着実に

増加しています。 

また、21 年 7 月から平成 25 年度までに支援された 4,493 人のうち、再犯での矯正

施設への再入は、僅かに 5.9％と、刑余者の社会復帰が大変厳しい状況にありながら、

同支援センターによる再犯防止と社会復帰のための支援実績は高く評価されるもので

す。  

連絡会議では、社会福祉諸制度をはじめとする政策動向等の基調報告と山口県立

大学の水藤 昌彦 教授による講義「地域生活定着支援センターに求められる役割と

支援のためのアセスメント」を踏まえ、各県提出協議事項の協議と事例検討を行いまし

た。 

司法・行刑と福祉、さらに行政との連携・協働をもとにした矯正施設出所後の住居確

保や福祉サービスの提供、そのための矯正施設等と同支援センターとの取組みの標

準化や考え方・情報の共有化、さらには広域にわたる支援センター間での連絡調整、

フォローアップの現状と課題などについて、8 センターからそれぞれ課題提起がなされ、

取組状況の説明と課題解決に向けた協議とともに、今後の取組みへの相互理解をは

かりました。  

また、同支援センターの委託費（26 年度まで国 10／10）については、平成 27 年度

に県負担 1／4 が導入され、さらに平成 28 年度からの傾斜配分導入による各県セン

ターの状況報告と今後の対応などについて意見交換を行いました。  

終わりに、次年度開催県を愛媛県として、散会しました。  
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■ 社会福祉法人・施設、社協の広報を現状分析、今後の取組

方針を考察～平成29年度社会福祉法人広報強化セミナー 
 

全社協政策企画部広報室では、社会福祉法人・施設、社協の広報を担当するリー

ダー職員を対象に、広報活動の取組内容や課題の共有及び取組みの向上を目的と

し、表記セミナーを毎年開催しています。本年は9月 11～12日、102名の参加者を得

て開催しました。 

社会福祉法人は、経営組織のガバナンスや財務規律の強化等、経営基盤の整備

を行うとともに広報を通じ、地域社会に必要とされる組織として存在意義を高めていく

ことが一層求められています。 

全社協政策企画部長による「社会福祉法人の広報活動の取組強化」と題した基調

説明にて、今般の社会保障・福祉制度改革の動向及び社協、社会福祉法人・施設に

とって積極的な広報活動が求められる理由等について確認しました。その後、社協職

員コース、施設職員コースにわかれ分科会を行いました。 

社協職員コースは河井 孝仁 氏（東海大学 

文学部 広報メディア学科 教授）より「社会福祉

協議会における戦略的な広報」と題し、ターゲット

に情報を効果的・効率的に伝えるための広報戦

略について講義・演習を通じ、考察しました。 

施設職員コースは村井 祐一 氏（田園調布学

園大学 人間福祉学部 社会福祉学科 学科長

／教授）から、「存在意義を発信し、信頼・支持さ

れる事業所となるための広報活動」と題し、福祉広報

の課題を整理いただくとともに、効果的な広報活動を

展開するために必要な視点等について、事例を踏ま

えご講義いただきました。 

参加者には、本セミナーでの考察をもとに、自法人

の現状と課題を地域や住民へ伝えていくための広報

活動の取組強化、基盤体制の構築等が期待されま

す。 

分科会終了後は、都道府県・指定都市社協の広報担当者を対象とした連絡会議を

開催し、12 名の出席のもと、自社協における広報実践の報告をいただくとともに、課題

の共有等をはかりました。 

 

演習指導する河井教授 

演習指導する村井教授 
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■ 福祉介護人材確保対策及び社会福祉研修実施機関のあり方

についての協議・情報交換～社会福祉研修実施機関代表者

連絡会議 
 

8月31日～9月1日、「社会福祉研修実施機関代表者連絡会議」を開催し、48都道

府県・市の社会福祉研修実施機関等から55名が出席しました。 

本会議は、社会福祉研修を担う関係者が一堂に会し、情報交換や協議を通じて今

後の社会福祉研修の方向性やあり方の協議を目的に、昭和49年から実施しており、

今回で44回目を迎えます。 

今回の会議では、「福祉の動向と

人材確保対策等の課題」について、

厚生労働省社会・援護局 福祉人材

確保対策室の片桐 昌二 室長補佐

より行政説明が行われました。続い

て、中央福祉学院より「社会福祉研

修実施機関の重点事業等につい

て」、福祉職員キャリアパス対応生涯

研修課程の実施状況、また、介護職

員実務者研修の実施状況について報告を行いました。 

また、中央福祉人材センターからは「離職した介護福祉士等の届出制度について」、

システムの概要や広報媒体の紹介を、出版部からは「全社協出版部のテキストの活用

について」の説明を行いました。 

会議後半は、昨年度より実施している分散会を行い、事前に出席者からご提供いた

だいた各テーマにもとづき、グループ毎に情報交換･協議を行いました。グループのメ

ンバーを変えて2日間にわたり2回実施し、全体協議では、グループ内での協議結果

や情報交換を発表いただきました。 

広報担当連絡会議の様子 

会議の様子 
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会議の最後には、来年度開催県である

福島県社会福祉協議会人材研修課長 村

島 克典 氏よりご挨拶をいただき、閉会し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

グループワークの様子 
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■ 保育所等関連状況取りまとめ及び「待機児童解消加速化プラン」集計結果の公表

(平成 29年 4月 1日時点)【9 月 1日】 
 

保育所等関連状況について、保育所等定員274万人（前年比10万人増）、保育所

等利用児童数 255 万人（前年比 88,000 人増）、待機児童数 26,081 人(前年比 2,528

人増)となっている。また、平成 25～28 年度の 4 年間で新たに約 42.8 万人分の保育

の受け入れ枠を確保した。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000176137.html 

■ 第 8回「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」【9 月 6日】 

自立生活援助、共生型サービス、共同生活援助等に係る報酬・基準に関する議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000176743.html 

■ 被保護者調査（平成 29年 6月分概数）【9月 6日】 

被保護実人員は 2,128,659 人となり、前月より 1,823 人減少し、対前年同月では

18,418 人減少した。被保護世帯は 1,640,519 世帯となり、前月より 961 世帯増加し、

対前年同月では、5,826 世帯増加した。 

世帯類型別では、対前月・対前年同月では、高齢者世帯（特に単身世帯）の数は増

加している。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/06.html 

■ 第 146回社会保障審議会介護給付費分科会【9月 6日】 

平成 30 年度介護報酬改定に向けた事業者団体ヒアリング及び技能実習「介護」に

おける固有要件等に関する議論。外国人技能実習生の配置基準上の取扱いの方向

性が示された。 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000176137.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000176743.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/06.html
http://zseisaku.net/
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http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000176647.html 

 

■ 「地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討

会（地域力強化検討会）」の最終とりまとめ【9 月 12日】 
 

地域共生社会構築実現に向けて、市町村における包括的な支援体制の構築、地

域福祉(支援)計画、市町村における包括的な相談支援体制等について今後の方向

性が示された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000176885.html 

■ 第 147回社会保障審議会介護給付費分科会【9月 13日】 

平成 30 年度介護報酬改定に向けた事業者団体ヒアリングが行われ、全社協構成

組織からは全国ホームヘルパー協議会が出席し、介護報酬の見直しに係る意見を述

べた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000177215.html 

■ 平成 27年度国民医療費の概況【9月 13日】 

平成 27 年度国民医療費(確定値)は、前年度比 3.8％増の 42 兆 3,644 億円となっ

た。また、一人当たりの国民医療費は同 3.8％増の 33 万 3,300 円となった。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/15/index.html 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000176647.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000176885.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000177215.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/15/index.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

●特集「これからの社会福祉法人の役割―地域共生社会実現の中核を担う」 

『月刊福祉』10 月号 

社会福祉法人の実践などを踏まえ、地域共生社

会実現に向けて、その中核的役割を担うための社会

福祉法人の課題を提示し、伝える。 

 

【特集の視点】 

武居 敏（社会福祉法人 松渓会 理事長） 

 

【対談】社会福祉法人制度改革の意味するところ 

清家 篤（慶應義塾学事顧問・慶應義塾大学 商学

部 教授） 

武居 敏（社会福祉法人 松渓会 理事長） 

 

【施策紹介Ⅰ】新たな住宅セーフティネット制度 

横手 昌幸（国土交通省 住宅局 安心居住推進課

課長補佐） 

 

【施策紹介Ⅱ】農林水産省における農福連携の取り組みについて 

糸賀 信之（農林水産省 農村振興局 都市農村交流課 課長補佐） 

 

【座談会】社会福祉法人改革の先にあるもの 

浦野 正男（全国社会福祉法人経営者協議会 地域共生社会推進委員会 委員長） 

倉持 泰雄（社会福祉法人 藤沢市社会福祉協議会 常務理事） 

菊地 月香（社会福祉法人 同愛会 障害者支援施設光輝舎 施設長） 

後藤 千恵（ＮＨＫ放送文化研究所メディア研究部 副部長、NHK解説委員） 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2925&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2925&_class=120101&_category=03359
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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【レポートⅠ】おおたスマイルプロジェクト―東京都大田区の社会福祉法人連携の取り

組み 

斎藤 弘美（社会福祉法人 大洋社 常務理事） 

 

【レポートⅡ】香川おもいやりネットワーク事業―地域の課題を解決する仕組みづくり 

日下 直和（社会福祉法人 香川県社会福祉協議会 事務局次長） 

 

【論文】地域共生社会が拓く次代の地域福祉 

宮本 太郎（中央大学 法学部 教授、『月刊福祉』編集委員長） 

 

（9 月 6 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

●特集「乳児保育への理解を深める～新たな保育所保育指針を読み解く～」 

『保育の友』10 月号 

保育所保育指針の改定のポイントとして、「乳児・

一歳以上三歳未満児の保育に関する記載の充実」

があげられています。この時期の保育がその後の子

どもの育ちにも大きな影響を与えることは、国際的に

もさまざまな研究機関から明らかになってきていま

す。発達差も著しいこの時期、個々の成長をとらえた

かかわりが大切です。 

心身の発達の基盤が形成される 3 歳未満児の保

育の意義をこれまで以上に認識し、特定の保育士が

継続的にかかわることを大切にした保育に、それぞ

れの保育所が取組んでいます。 

そこで、改定保育所保育指針に基づく乳児保育

（3 歳未満児の保育）を実践していくうえで、あらため

て保育所保育指針を読み解き、踏まえるべきポイントを明らかにすることを目的とした

座談会を実施しました。この座談会と後半の実践事例から、乳児保育の現状や課題を

考えます。 

（9 月 8 日発売 定価本体 581 円税別） 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2926&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2926&_class=120101&_category=08039

